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第４章 投資・財政計画 

 

 １．投資規模の変遷と今後の投資規模の検討 

 ２．今後の財政運営の基本的考え方 

 ３．将来の財政見通し 



 

 60  

 投資規模の変遷と今後の投資規模の検討 

（１） 投資規模の変遷 

平成６年に「住民に見える下水道」として長期的視点に立った効率的な下水

道事業を進めていくために、下水道整備基本構想を策定し、これまで２度の改

定を実施し、積極的に普及率向上を行ってきました。特に、第７次五箇年計画

（平成３年～平成７年）及び第８次五箇年計画（平成８年～平成１４年）では、

国による景気対策を受け、集中的な建設投資を行った結果、普及率が大幅に向

上しました。その後、平成２０年度からは普及率の向上と経営のバランスを考

慮し、建設投資額を年間６５億円に抑制しています。 

 

 

（２） 今後の投資規模の方向性（財務分析と他都市比較） 

今回の長期財政シミュレーションでは、人口減少や更新事業費の増大で中長

期的に赤字が発生し、累積欠損金が発生する見通しとなりました。 

そのため、「財務戦略」での新たな経営改善策として、企業債＊の借入方式等

の見直しを行うことにしていますが、今後の更新費の増大を考えると、大規模

更新時期までに投資にかかる借入金を抑え、将来世代への負担軽減を図る必要

があります。 

また、投資面でも、国が「汚水処理１０年概成＊の方針」を示しているため、

未普及地域＊の整備を含めた投資規模等の見直しが必要となっています。 

 

１．投資規模の変遷と今後の投資規模の検討 
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国の景気対策 （Ｈ4～H13）

第６次 第７次 第８次 第９次 第10次 第11次

計画期間 S61～H2 H3～H7 H8～H14 H15～H19 H20～H24 H25～H29

投資規模 70億円 170億円 160億円 80億円 65億円 65億円

【松山市下水道整備計画の投資規模額の推移】

（億円）
（％）

図表 54 建設事業費及び普及率の推移 
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（３） 今後の施策別の事業方針と必要な投資規模 

「未普及解消」「浸水対策」「地震対策」「長寿命＊化対策」の各施策について、

市民の安全・安心を守ることを大前提としたうえで、国の汚水処理１０年概成＊

の方針などを考慮した整備方針を固め、投資規模の検証を行いました。 

なお、詳細は「第４次松山市下水道整備基本構想」をご覧ください。 

 

ⅰ 未普及解消 

今後、１０年程度を目途に未普及地域＊の整備を概ね完了させるため、人

口・環境・収益性・効率性など４つの視点から、投資効果の高い市内中心部

の整備を優先的に実施します。 

また、既存施設の処理能力を最大限有効活用できるよう、整備バランスに

配慮しながら取り組み、経営戦略の終了年度である平成３８年度には、下水

道処理人口普及率は６９．０％となり、合併処理浄化槽等を含めた汚水処理

人口普及率は９５．０％と概成する見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 55 整備予定箇所図（H29～H38 年度） 
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図表 56 施策別の事業費配分 

ⅱ 浸水対策 

「ハード対策」として、床上浸水の解消を目的に平成１４年度から実施して

きた重点１０地区の整備が終了したため、引き続き、和泉・古川地区や山西地

区など浸水被害が発生している９地区について、１０年に一度の降雨（40.5㎜

/h）を想定した計画を策定し、雨水排水施設の整備を行います。 

また、「ソフト対策」として、局地的大雨などの想定（下水道施設の整備水

準）を超える降雨に備え、被害想定や避難に関する情報等を示した内水ハザー

ドマップの周知を行うことで、浸水被害の軽減を図ります。 

ⅲ 地震対策 

「ハード対策」として、緊急輸送路の埋設管渠や河川・軌道等を横断する

管渠など、防災上優先度が高い重要幹線の管渠を重点的に実施するととも

に、被災時でも最低限の処理機能を確保するため、処理場の消毒施設や、被

災時の影響を考え大規模なポンプ施設の耐震化を優先的に実施します。 

また、「ソフト対策」として、マンホールトイレの整備や業務継続計画＊

（ＢＣＰ）の運用及び関係団体との災害協定の充実を図ります。 

ⅳ 長寿命化＊対策 

予防保全型＊の維持管理を強化するとともに、ライフサイクルコスト＊の最

小化と将来の改築更新＊事業費の平準化を図るため、ストックマネジメント＊

の導入を図り、計画に基づいた効率的な維持管理や改築を行います。 

 

施     策 経営戦略期間（H29～H38） 

未普及解消 ３１５億円 

浸水対策   ４０億円 

長寿命化対策・地震対策・その他 ２４５億円 

合     計 
６００億円 

（６０億円/年） 

（４） 財務面からの投資規模（６０億円）の検証 

先の財務分析を基に、代表的な６つの経営指標について、平成２６年度のＡc

１中核市（以下、類似中核市＊という。）平均との比較をレーダーチャートで分

析しました。 
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この結果、収益性の代表的な指標である「経費回収率＊」やコスト、生産性の

項目は、類似中核市＊を上回ったものの、普及率「下水道処理人口普及率＊」と

安全性「処理区域内人口１人当たりの借入金残高＊」に関する指標が、類似中核

市＊平均より劣っていることが分かりました。 

次に、今後の施策別事業方針に基づき算出された必要投資額（６０億円）を検

証した結果、平成３８年度までに、“弱み”であった「下水道処理人口普及率＊」

や「処理区域内人口１人当たり借入金残高＊」の指標について改善が見られまし

た。特に、「処理区域内人口１人当たり借入金残高＊」は、大規模な更新が始まる

平成４３年度までに類似中核市＊平均（H26末）の水準まで改善します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 57 主要指標に関するレーダーチャート分析（平成 26年度末） 

図表 58 主要指標に関するレーダーチャート分析（平成 38年度末及び 43年度末見込） 

収益性（経費回収率）

普及率

コスト

生産性
（損益勘定職員1人当たり使用料収入）

安全性①（自己資本構成比率）

安全性②

（下水道処理人口普及率）

（処理区域内人口１人当たり汚水維持管理費）

180％

100％

5,000円

180,000千円

70％

50千円

（処理区域内人口１人当たり借入金残高）

松山市（H26末）

類似中核市平均

収益性（経費回収率）

普及率

コスト

生産性
（損益勘定職員1人当たり使用料収入）

安全性①（自己資本構成比率）

安全性②

（下水道処理人口普及率）

（処理区域内人口１人当たり汚水維持管理費）

松山市（H43末)

類似中核市平均（H26末）

180％

100％

5,000円

180,000千円

70％

50千円

（処理区域内人口１人当たり借入金残高）

松山市（H38末)
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（５） 今後の投資規模について 

投資面の各施策の見直しを行った結果、今後の投資規模を６０億円とし、市

民の安全・安心を守るための事業費や未普及地域＊の解消を図る事業費が確保

できる見通しとなりました。 

また、財務面でも、各種経営指標が類似中核市＊平均水準まで改善するなど、

長期財政シミュレーション（５０年間）で明らかになった収支ギャップを改善

することができるため、今後の投資規模を、財政と投資のバランスを考えた 

６０億円にすることにしました。 

 

 

 今後の財政運営の基本的考え方 

一般的に、下水道事業の経営は、国庫補助金や一般会計繰入金＊に依存した部

分があり、国の方針転換等により基準が変更された場合、経営に大きな影響を

及ぼすため、常に国の動向等を注視していく必要があります。 

今回の長期財政シミュレーションは、過去の事業執行率や国庫補助金等をも

とに策定していますので、今後の国等の動向に対し、適宜見直しを行うなど、 

柔軟に対応していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．今後の財政運営の基本的考え方 
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 将来の財政見通し 

「松山創生人口１００年ビジョン」の人口の将来展望を反映させたうえで、投資規

模を６０億円とし、企業債＊の借入方式の変更の経営改善策を行った場合の収益的収

支＊及び資本的収支＊の１０年間の見通しは下記のとおりです。 

（１） 収益的収支（税抜）の見通し 

普及拡大により、下水道使用料が増加することに加え、企業債＊の支払利息も減

少するため、収益的収支＊は改善し黒字が続く見込みです。 

（２） 資本的収支（税込）の見通し 

資本的支出は、元金償還のピークとなる平成 33年度まで増加する見込みです

が、それ以降は減少傾向であり、資本的収入も、資本費平準化債＊の発行額が減

少するため、同様の傾向となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

140 140
135

144

132 131
127 125

8 9 8

19

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

90

100

110

120

130

140

150

160

170

H27（参考） H29 H33 H38

収益的収入 収益的支出 当年度純損益

（億円）

（棒グラフ）

（億円）

（折れ線グラフ）

0

３．将来の財政見通し 

※詳細な収支見通しは、別冊編３５ページに掲載しています。 
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（３） 主な財源及び経費 
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未普及地域＊の解消により、有収水

量の増加が見込まれるため、平成

２９年度の約５９億円から３８年

度には６２億円に増加すると見込

んでいます。 

 

平成３３年度までは増加傾向です

が、それ以降は、企業債＊の借入方

式の変更等により減少し、３８年

度には、２９年度と同水準に戻る

と見込んでいます。 

過去の建設投資に対する交付税の

後年度措置などにより、平成２９

年度の約６３億円に対し、３８年

度は約６７億円に増加すると見込

んでいます。 
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